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第 1 章  本編の概要 

 

本編は、「第 2 編 実施要領Ⅰ －新規採択時評価・再評価－」および「第 3 編 実施要領

Ⅱ －事後評価－」の理解を深めるために、まず、新規採択時評価を対象に計算例を示す。

さらに、都市内鉄道および都市間鉄道の整備事業、鉄道駅の改良事業を対象に、総括表の

整理例を示す。 

なお、本編で対象とする事業は、理解を容易にするために数値等を用いて具体的な記述

を行ったが、各種設定条件ならびに数値についてはあくまでも仮想のものであり、現実と

は無関係である点、あらかじめ留意されたい。 
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第 2 章  計算例 

 

2.1  都市内鉄道整備事業の計算例 

 

ここでは、都市内鉄道整備事業の計算例として、大都市圏内の新線整備を例にとり、費

用便益分析の計算手順を示す。 

本計算例の概要は以下のとおりである。 

 

【計算例の概要】 

(1)新線整備の概要 

建設区間：X駅～Y駅 

建設キロ数：約4km 

開業年度等：平成11年 建設開始  平成17年 全線開業 

 

(2)現状における課題 

Ｘ市都心部は古くからの観光の名所として、また市の経済の中心部として発展を遂げ

てきたが、地域内の交通利便性の低さ、また都市圏他地域からのアクセス性の低さへの

対応が長年の課題であった。 

 

(3)新線整備により期待される効果 

①Ｘ市都心部の交通利便性を大きく向上し、都心部の一体化が図られる。 

②Ｂ線との相互直通運転により、都市圏の広い範囲の人々にとってＸ市都心部をより身

近なものとし、買物やレジャー客等の来街者を増加させ、Ｘ市の活性化に寄与する 

 

 
 

図 2.1 Ａ線の概要図 

 

 

A 線(4.0km)

Ｘ駅 Ｙ駅駅 

開発地区 

既存在来線(B線) 

に乗り入れ 
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2.1.1 需要予測結果の整理 

(1) 整備有無別の予測 

本例では、A 線が全線整備された場合（with ケース）と、全線整備されなかった場合

（without ケース）の 2 ケースについて需要予測を行っている。 

需要予測は、4 段階推定法に基づくモデルを用いて行っている。A 線の整備の有無で交通

機関分担の変化は無視できるほど微少であり、利用者の選択する鉄道経路のみが変化する

ものと仮定している。この鉄道経路配分については、非集計ロジットモデルに基づく鉄道

経路選択モデルを用いている。 

 

(2) 需要予測の年度について 

需要予測は、開通時点の平成 17 年時点について行ない、以降の需要は一定と仮定した。 

 

(3) ＯＤ表 

本例では、対象 OD 圏域を大都市圏全域とした。また、旅行目的としては、①通勤、②

通学、③私事、④業務の 4 種類を対象とした。 

 

(4) 交通サービス変数（LOS） 

OD 表に対応して、A 線の整備の有無別に利用経路の所要時間と費用、乗換回数を整理し

た。 

 

(5) 需要予測モデルにおける効用関数 

本例で用いた鉄道経路選択モデルの効用関数は次のとおりである。 

 

①通勤目的 

ijmijmijmijm N).(F).(T.V ×−+×−+×−= 51620002060010470  （2.1ａ） 

 

②通学目的 

ijmijmijmijm N).(F).(T.V ×−+×−+×−= 35730006050011530  （2.1ｂ） 

 

③私事目的 

ijmijmijmijm N).(F).(T.V ×−+×−+×−= 87320005500014390  （2.1ｃ） 

 

④業務目的 

ijmijmijmijm N).(F).(T.V ×−+×−+×−= 45540002260013230  （2.1ｄ） 
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ここで、 

V ijm ：ゾーンｉ→ゾーンｊで鉄道経路ｍを利用したときの効用 

ijmijmijm NFT ,, ：ゾーンｉ→ゾーンｊで鉄道経路ｍを利用したときの所要時間 [分]、

費用 [円]、乗換え回数 [回] 

である。 

 

この需要予測モデルから、例えば通勤目的の時間評価値（選好接近法）は次のとおりと

なる。 

ω通勤≒－0.1047／（－0.002060）≒50.8  約 51[円／分]＝約 3,060[円／時] 

 

 

2.1.2 利用者便益の計測 

(1) 便益計測項目の整理 

A 線の整備により期待される効果のうち、主たる効果であり、かつ貨幣換算が可能な次に

示す効果を便益計測項目とした。 

 

①時間短縮便益 

②費用節減便益 

③乗換抵抗軽減便益 

 

(2) 利用者便益の計算 

便益計測は、鉄道経路選択の段階で行うものとする。 

OD別目的別に一般化費用を算出し、withとwithoutの各々の需要量と一般化費用より、

目的別 OD 別の利用者便益を計測する。 

 

以降では、利用者便益の計算例として、次図のような特定の駅間（p 駅→q 駅）について

通勤目的のケースを示すこととする。 

 

 

ｐ駅 ｑ駅

ｒ駅

Ｄ線 Ｅ線

Ａ線  

図 2.2 利用者便益算定例の対象ネットワーク 

 

図 2.2 からもわかるように、p 駅から q 駅へは、A 線の整備無の場合には、途中 r 駅で乗

換が必要であったが、A 線整備後は、p 駅から q 駅まで乗り換えることなく移動できるよう

になった。 
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1) 一般化費用の計算 

具体的なサービス水準、需要量の変化は次のとおりである。 

 

【整備無の時】 

D 線      E 線 

p 駅→→→→→→ r 駅 →→→→→ q 駅    所要時間    13 分 

4 分   乗換 6 分   3 分           費用      190 円 

通算 190 円 

            通勤目的の需要量    1,500[人／日] 

 

【整備有の時】 

「整備無」の経路に加え A 線を利用する経路の 2 経路を考える 

D 線      E 線 

p 駅→→→→→→ r 駅 →→→→→ q 駅    所要時間    13 分 

4 分   乗換 6 分   3 分           費用      190 円 

通算 190 円 

            通勤目的の需要量    400[人／日] 

 

A 線 

p 駅 →→→→→→→→→→→→→ q 駅    乗車時間      8 分 

                     8 分 180 円                 費用          180 円 

       通勤目的の需要量    1,100[人／日] 

図 2.3 サービス水準、需要量の変化の設定 

 

一般化費用の算出は、需要予測で適用した鉄道経路選択モデルの最大効用の期待値（ロ

ジットモデルのログサム変数に相当する変数）を用いて、次のとおり算出する。 

 

(a) 整備無の場合の一般化費用の計算 

通勤目的の経路選択モデル（式 2.1a）の効用関数に交通条件を入力してログサム変数を

算出し、このログサム変数を費用パラメータで除して一般化費用を算出する。 

整備無の場合の利用可能経路は、D 線 E 線経由の１経路であり、一般化費用 GC0は次の

とおり算出される。 

 

V DE_root＝ －0.1047×13[分] －0.002060×190[円] －0.5162×1[回]＝ －2.26872 

GC0＝ln［exp（－2.26872）］÷(－0.002060) ＝ 1,101[円] 

 

(b) 整備有の場合の一般化費用の計算 

整備有の場合の利用可能経路は、D 線 E 線経由の経路と A 線の計２経路であり、一般化

費用 GC1は次のとおり算出される。 

 

V DE_root＝ －0.1047×13[分] －0.002060×190[円] －0.5162×1[回]＝ －2.26872 
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V A_root ＝ －0.1047×8[分] －0.002060×180[円] －0.5162×0[回]＝ －1.20844 

GC1＝ln［exp（－2.26872）+ exp（－1.20844）］÷(－0.002060) ＝ 442[円] 

 

2) 利用者便益の算出 

上記の OD について、通勤目的の利用者便益 UB を計算すると以下のようになる。 

 

UB＝(1/2)×(1,500 + 1,500)×(1,101－442)= 998,500[円] 

 

通勤以外の他の目的について、さらに全 OD ペアについて、上記と同様に利用者便益を

算出し、その総和をとることによって、計測年の利用者便益を算出することができる。 

 

 

(3) 計算期間を通した利用者便益の計測 

本例について、計算期間を通した需要量（36,500千人／年）と利用者便益(15,823百万円

／年)を整理すると、表 2.1 となる。 
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表 2.1 需要予測結果と利用者便益計測結果の整理 
需要予測結果（千人/年） 利用者便益（百万円／年　平成10年度価格）

年度 需要量 備考 年度 総利用者便益

平成17年度 36,500 開業年 需要予測実施 平成17年度 15,823
平成18年度 36,500 平成18年度 15,823
平成19年度 36,500 平成19年度 15,823
平成20年度 36,500 平成20年度 15,823
平成21年度 36,500 平成21年度 15,823
平成22年度 36,500 平成22年度 15,823
平成23年度 36,500 平成23年度 15,823
平成24年度 36,500 平成24年度 15,823
平成25年度 36,500 平成25年度 15,823
平成26年度 36,500 平成26年度 15,823
平成27年度 36,500 平成27年度 15,823
平成28年度 36,500 平成28年度 15,823
平成29年度 36,500 平成29年度 15,823
平成30年度 36,500 平成30年度 15,823
平成31年度 36,500 平成31年度 15,823
平成32年度 36,500 平成32年度 15,823
平成33年度 36,500 平成33年度 15,823
平成34年度 36,500 平成34年度 15,823
平成35年度 36,500 平成35年度 15,823
平成36年度 36,500 平成36年度 15,823
平成37年度 36,500 平成37年度 15,823
平成38年度 36,500 平成38年度 15,823
平成39年度 36,500 平成39年度 15,823
平成40年度 36,500 平成40年度 15,823
平成41年度 36,500 平成41年度 15,823
平成42年度 36,500 平成42年度 15,823
平成43年度 36,500 平成43年度 15,823
平成44年度 36,500 平成44年度 15,823
平成45年度 36,500 平成45年度 15,823
平成46年度 36,500 平成46年度 15,823
平成47年度 36,500 平成47年度 15,823
平成48年度 36,500 平成48年度 15,823
平成49年度 36,500 平成49年度 15,823
平成50年度 36,500 平成50年度 15,823
平成51年度 36,500 平成51年度 15,823
平成52年度 36,500 平成52年度 15,823
平成53年度 36,500 平成53年度 15,823
平成54年度 36,500 平成54年度 15,823
平成55年度 36,500 平成55年度 15,823
平成56年度 36,500 平成56年度 15,823
平成57年度 36,500 平成57年度 15,823
平成58年度 36,500 平成58年度 15,823
平成59年度 36,500 平成59年度 15,823
平成60年度 36,500 平成60年度 15,823
平成61年度 36,500 平成61年度 15,823
平成62年度 36,500 平成62年度 15,823
平成63年度 36,500 平成63年度 15,823
平成64年度 36,500 平成64年度 15,823
平成65年度 36,500 平成65年度 15,823
平成66年度 36,500 平成66年度 15,823

計 791,138  
 

 

一定と仮定 
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2.1.3 供給者便益の計測 

本計算例では財務分析を行っていないため、需要予測結果に基づいて供給者便益を算定

した。 

 

(1) 営業収益の算定 

需要量と運賃から営業収益を計算し、6,899百万円／年となる。 

ここでは、A 線整備による他路線の減収等も含めて、需要予測結果を用いて計測している。 

供給者便益の計測では、営業収益から消費税分を除去する必要があり、6,570百万円／年

となる。 

 

(2) 営業費の算定 

当該事業者の他路線の営業費を参考に営業費の原単位を設定し、営業費を 6,209 百万円

／年と算定した。ここで、競合、補完する関連鉄道事業者の営業費については、A 線整備有

無で変わらず運行されるものと仮定し、変化が無いものとした。 

供給者便益の計測では、営業費から消費税分は除去し、5,913百万円／年となる。 

 

(3) 供給者便益の計算 

（1）、（2）の算定結果を用いて、各年度の供給者便益を 657百万円／年と計算した。 

 

計算期間の供給者便益を計測し、整理した結果が表 2.2 である。 
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表 2.2 供給者便益の計測結果例

（百万円／年　平成10年度価格）

営業収益 営業費 供給者便益
年度 消費税を除く 消費税を除く

平成17年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成18年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成19年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成20年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成21年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成22年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成23年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成24年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成25年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成26年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成27年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成28年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成29年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成30年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成31年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成32年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成33年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成34年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成35年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成36年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成37年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成38年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成39年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成40年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成41年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成42年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成43年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成44年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成45年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成46年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成47年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成48年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成49年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成50年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成51年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成52年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成53年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成54年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成55年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成56年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成57年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成58年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成59年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成60年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成61年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成62年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成63年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成64年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成65年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657
平成66年度 6,899 6,570 6,209 5,913 657

計 344,925 328,500 310,433 295,650 32,850  
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2.1.4 環境等改善便益の計測 

本計算例では、鉄道整備により交通機関分担の変化がないとしているため、道路交通に

伴なう環境等改善便益は対象外としている。 

ここでは、鉄道からの CO2排出や鉄道騒音による影響についても考慮していない。 

 

【環境改善便益の計測方法】 

上記の計算例では環境等改善便益を計測していないが、これを計測する場合は、「第 2

編第 1章 1.3.1.2 (4) 環境等改善便益の計測（p.35）」に記載された方法を適用し、局所

的環境改善便益（NOx排出、騒音）、地球的環境改善便益（CO2排出量）、道路交通事故

減少便益について、以下の要領で計測する。 

なお、特に断らない限り、以下の計算例では次を条件としている。 

－DID地区において鉄道と並行する区間 4km の道路において、整備無における自動

車交通量 40,000台/日が鉄道整備によって 5％減少する。ただし、走行速度 30km/h、

大型車混入率 25%は不変であり、他の区間の道路交通状況も不変とする。 

 

①NOx 

道路交通による影響のみが計測対象となる。 

 

NOx排出量減少便益 ＝ NOx排出量減少分(g/km/日)×区間長(km)× 

(貨幣評価原単位(万円/トン)×10-6）×365 日 

＝[(0.24×0.75+2.87×0.25)×2,000]×4×(292×10-6)×365 

＝ 765(万円/年) 

 

②騒音 

道路交通および鉄道による影響が計測対象となる。 

 

a)道路騒音 

道路騒音低減便益 ＝ 等価騒音レベル低減分(dB(A))× 

貨幣評価原単位(万円/ dB(A)/km/年)×区間長(km) 

＝[(38+10･log(0.75+4.4×0.25)+10･log(40,000/24))－ 

       (38+10･log(0.75+4.4×0.25)+10･log(38,000/24))］×240×4 

＝ 214(万円/年) 

 

b)鉄道騒音 

鉄道騒音は、「在来鉄道の新設または大規模改良に際しての騒音対策の指針について」

(平成 7 年 12 月 20 日環大--第 174 号環境庁大気保全局長通知)に基づいて、昼間（7～

22 時）については 60[dB(A)]以下にすることが定められている。そのため、鉄道整備事

業の有無のいずれかで 60[dB(A)]を超える場合に限り計測を行う。 

具体の摘要方法は「第 2 編第 1章 1.3.1.2(4)（p.35）」を参照されたい。 
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③CO2 

全交通機関による影響が対象となる。ここでは、自動車および鉄道について示す。 

 

a)自動車 

CO2排出量減少便益 ＝CO2排出量減少分(g-c/km/日)×区間長(km) ×  

(貨幣評価原単位(円/トン-c)×10-10）×365 日 

＝ [(54×0.75+155×0.25)×2,000]×4×(2,300×10-10)×365 

＝ 53(万円/年) 

 

b)鉄道 

列車の運行計画等をもとに計測する。ここでは、整備有の場合に年間の列車キロが

80,000 キロと計画されたものとした（整備有で新線を走行する列車が 1 時間当たり平

均 6 本運行され、1列車当たり 3キロの列車キロとなるものと想定）。「鉄道統計年報」

（国土交通省）による類似の鉄道路線の旅客列車キロ当たりの運転電力消費量 20kwh/

列車キロ、「温室効果ガス排出量算定に関する検討結果」（環境省）による CO2排出原単

位 0.378 kg-CO2/kwh を基に計測する。 

 

CO2排出による不便益 ＝列車キロ増加(列車キロ/年)×運転電力消費量(kwh/列車キロ) 

×CO2排出原単位(kg-CO2/kwh) × 炭素比重×(貨幣評価原単位(円/トン-c)×10-7） 

＝ 80,000×20×0.378 ×(12÷44)×(2,300×10-7) 

＝ 38(万円/年) 

 

以上より、自動車と鉄道を合計した CO2排出量減少便益は次のとおりとなる。 

 

CO2排出量減少便益 ＝ 53(万円/年) － 38(万円/年) ＝ 15(万円/年) 

 

④道路交通事故 

当該道路区間は、4 車線で中央分離帯が無く、交差点は 13 箇所とする。また、区間

全体に渡って、自動車の流出入がなく交通量は均等とする。 

 

道路交通事故減少便益 ＝[1,660×走行台キロ(千台 km/日)＋ 

500×走行台・交差点数(千台箇所/日) ]×10-1 

＝[1,660×(4×2)＋500×(2×13) ]×10-1 

＝ 2,628(万円/年) 

 

単年度割引前の環境等改善便益は、以上の①～④を合算し、次のとおりとなる。 

 

環境等改善便益 ＝ 765 ＋ 214＋ 15 ＋ 2,628 ＝ 3,622 (万円/年) 
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2.1.5 残存価値の計測 

計算期末における建設償却資産および車両の残存価値を、定額法を用いて計算期間末に

計上した（各々7,476 百万円、633 百万円）。また、用地の計算期末における残存価値につ

いては、用地取得額の全額を計上した(1,499百万円)。 

 

 

2.1.6 費用の計測 

建設費等の費用については、資金運用表を用い整理した。 

 

(1) 建設費の算定 

建設費は、GDP デフレータを用いて最新の年度である平成 10 年度（＝現在価値化の基

準年度）価格に直した上で、期間合計 82,428百万円を発生年度毎に計上した。また消費税

分を除外した（期間合計で 78,503百万円）。 

 

(2) 用地関係費の算定 

用地取得費を取得年度毎に計上した（期間合計で 1,499百万円）。 

 

(3) 維持改良・再投資の算定 

開業後の車両更新に要する費用を、法定耐用年数を 13 年とし、全線開業後 13 年間隔で

消費税を除去して計上した（3,738百万円／年）。 

 

以上の結果から、計算期間を 50 年とした場合の整理例を表 2.3 に示す。なお、計算期間

を 30 年とした場合も同様である。 
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表 2.3 費用算定結果例 
（百万円／年　平成10年度価格）

建設投資額 建設費（車両費除く） 車両費 用地費 維持改良・再投資 期末残存価値
年度 消費税除く 消費税除く 消費税除く 消費税除く 建設費 車両費 用地費

平成11年度 6,306 6,005 6,306 6,005 0 0 300 0 0
平成12年度 9,818 9,350 9,818 9,350 0 0 300 0 0
平成13年度 15,266 14,539 15,266 14,539 0 0 300 0 0
平成14年度 15,950 15,190 15,950 15,190 0 0 300 0 0
平成15年度 19,338 18,418 19,338 18,418 0 0 300 0 0
平成16年度 15,750 15,000 11,825 11,262 3,925 3,738 0 0 0
平成17年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成18年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成19年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成20年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成21年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成22年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成23年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成24年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成25年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成26年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成27年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成28年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成29年度 0 0 0 0 0 0 0 3,925 3,738
平成30年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成31年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成32年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成33年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成34年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成35年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成36年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成37年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成38年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成39年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成40年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成41年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成42年度 0 0 0 0 0 0 0 3,925 3,738
平成43年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成44年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成45年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成46年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成47年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成48年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成49年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成50年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成51年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成52年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成53年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成54年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成55年度 0 0 0 0 0 0 0 3,925 3,738
平成56年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成57年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成58年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成59年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成60年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成61年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成62年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成63年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成64年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成65年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0
平成66年度 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,476 633 1,499

計 82,428 78,503 78,503 74,764 3,925 3,738 1,499 11,775 11,215 7,476 633 1,499  
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2.1.7 計算期間内の集計と評価指標値の算出 

次の手順で 3 評価指標（費用便益比（B/C）、純現在価値（NPV）、経済的内部収益率 

（EIRR））を算定した。 

 

(1) 便益、費用の現在価値への変換 

社会的割引率（4.0％）を用いて便益、費用を現在価値に変換する。なお、計算の基準年

度は、建設開始の前年度の平成 10 年度とした。 

現在価値への換算結果を内訳を含めて以下に示す。 

 

1) 計算期間 30 年のときの結果 

①総便益 

    227,997 ≒ 228,000 [百万円] 

 

②総費用 

    71,496 ≒ 71,000 [百万円] 

 

2) 計算期間 50 年のときの結果（表 2.4参照） 

①総便益 

    280,856 ≒ 281,000 [百万円] 
※総便益 280,856百万円は、利用者便益 268,634百万円、供給者便益 11,154 百万円、残存価

値 1,068百万円の合計（表 2.4 の「計」の「割引後」の欄参照） 

 

②総費用 

    72,136 ≒ 72,000 [百万円] 

 

(2) 評価指標値の算定 

費用便益比（B/C）、純現在価値（NPV）、経済的内部収益率（EIRR）を算定すると以下

のとおりとなる。 

 

1) 計算期間 30 年のときの算定結果 

①費用便益比 

    B/C ＝ 227,997／71,496 ＝ 3.189 

                  ≒ 3.2 

 

②純現在価値   

    NPV ＝ 227,997－71,496 ＝ 156,501 [百万円] 

                   ≒ 157,000 [百万円] 

 

③経済的内部収益率 

    EIRR ＝ 14.8% 
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2) 計算期間 50 年のときの算定結果 

①費用便益比 

    B/C ＝ 280,856／72,136 ＝ 3.893 

                   ≒ 3.9 

 

②純現在価値   

    NPV ＝ 280,856－72,136 ＝ 208,720 [百万円] 

                   ≒ 209,000 [百万円] 

 

③経済的内部収益率 

    EIRR ＝ 15.0% 

 

表 2.4 計算期間内の集計と評価指標値の算出結果例（計算期間 50 年） 

 （百万円　平成10年度価格）

社会的割引率による利用者便益 供給者便益 便益総計 費用総計 期末残存価値
年度 現在価値化の係数 割引後 割引後 （割引後） 割引後 割引後

平成11年度 0.9615 6,305 6,063
平成12年度 0.9246 9,650 8,922
平成13年度 0.8890 14,839 13,192
平成14年度 0.8548 15,490 13,241
平成15年度 0.8219 18,717 15,384
平成16年度 0.7903 15,000 11,855
平成17年度 0.7599 15,823 12,024 657 499 12,523 0 0
平成18年度 0.7307 15,823 11,562 657 480 12,042 0 0
平成19年度 0.7026 15,823 11,117 657 462 11,578 0 0
平成20年度 0.6756 15,823 10,689 657 444 11,133 0 0
平成21年度 0.6496 15,823 10,278 657 427 10,705 0 0
平成22年度 0.6246 15,823 9,883 657 410 10,293 0 0
平成23年度 0.6006 15,823 9,503 657 395 9,897 0 0
平成24年度 0.5775 15,823 9,137 657 379 9,517 0 0
平成25年度 0.5553 15,823 8,786 657 365 9,151 0 0
平成26年度 0.5339 15,823 8,448 657 351 8,799 0 0
平成27年度 0.5134 15,823 8,123 657 337 8,460 0 0
平成28年度 0.4936 15,823 7,811 657 324 8,135 0 0
平成29年度 0.4746 15,823 7,510 657 312 7,822 3,738 1,774
平成30年度 0.4564 15,823 7,221 657 300 7,521 0 0
平成31年度 0.4388 15,823 6,944 657 288 7,232 0 0
平成32年度 0.4220 15,823 6,676 657 277 6,954 0 0
平成33年度 0.4057 15,823 6,420 657 267 6,686 0 0
平成34年度 0.3901 15,823 6,173 657 256 6,429 0 0
平成35年度 0.3751 15,823 5,935 657 246 6,182 0 0
平成36年度 0.3607 15,823 5,707 657 237 5,944 0 0
平成37年度 0.3468 15,823 5,488 657 228 5,715 0 0
平成38年度 0.3335 15,823 5,277 657 219 5,496 0 0
平成39年度 0.3207 15,823 5,074 657 211 5,284 0 0
平成40年度 0.3083 15,823 4,878 657 203 5,081 0 0
平成41年度 0.2965 15,823 4,691 657 195 4,886 0 0
平成42年度 0.2851 15,823 4,510 657 187 4,698 3,738 1,066
平成43年度 0.2741 15,823 4,337 657 180 4,517 0 0
平成44年度 0.2636 15,823 4,170 657 173 4,343 0 0
平成45年度 0.2534 15,823 4,010 657 166 4,176 0 0
平成46年度 0.2437 15,823 3,856 657 160 4,016 0 0
平成47年度 0.2343 15,823 3,707 657 154 3,861 0 0
平成48年度 0.2253 15,823 3,565 657 148 3,713 0 0
平成49年度 0.2166 15,823 3,428 657 142 3,570 0 0
平成50年度 0.2083 15,823 3,296 657 137 3,433 0 0
平成51年度 0.2003 15,823 3,169 657 132 3,301 0 0
平成52年度 0.1926 15,823 3,047 657 127 3,174 0 0
平成53年度 0.1852 15,823 2,930 657 122 3,052 0 0
平成54年度 0.1780 15,823 2,817 657 117 2,934 0 0
平成55年度 0.1712 15,823 2,709 657 112 2,821 3,738 640
平成56年度 0.1646 15,823 2,605 657 108 2,713 0 0
平成57年度 0.1583 15,823 2,504 657 104 2,608 0 0
平成58年度 0.1522 15,823 2,408 657 100 2,508 0 0
平成59年度 0.1463 15,823 2,316 657 96 2,412 0 0
平成60年度 0.1407 15,823 2,226 657 92 2,319 0 0
平成61年度 0.1353 15,823 2,141 657 89 2,230 0 0
平成62年度 0.1301 15,823 2,058 657 85 2,144 0 0
平成63年度 0.1251 15,823 1,979 657 82 2,062 0 0
平成64年度 0.1203 15,823 1,903 657 79 1,982 0 0
平成65年度 0.1157 15,823 1,830 657 76 1,906 0 0
平成66年度 0.1112 15,823 1,760 657 73 1,833 0 0 9,608 1,068
計 791,138 268,634 32,850 11,154 279,788 91,216 72,136 9,608 1,068
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2.1.8 感度分析結果の整理 

計算期間 30 年の感度分析結果を表 2.5 に示す。 

 

表 2.5 感度分析結果（計算期間 30 年） 

需要（＋10%） 費用（+10%） 建設期間（+10%） 

B/C 3.5 

NPV 1,790 億円  

EIRR 16.0% 

B/C 2.9 

NPV 1,496 億円  

EIRR 13.7% 

B/C 3.1 

NPV 1,494 億円  

EIRR 14.3% 

需要（-10%） 費用（-10%） 建設期間（-10%） 

感度 

分析 

結果 
B/C 2.9 

NPV 1,340 億円  

EIRR 13.6% 

B/C 3.5 

NPV 1,634 億円  

EIRR 16.1% 

B/C 3.3 

NPV 1,644 億円  

EIRR 16.0% 
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2.2  鉄道駅の改良事業の計算例 

 

ここでは、鉄道駅の改良事業の計算例として、大都市圏内の鉄道駅の改善事業を例にと

り、第 2 編で示した費用便益分析手法に従って、分析する手順を示す。 

本計算例の概要は以下のとおりである。 

 

【計算例の概要】 

(1) Ｃ線Ｄ駅および改善事業の概要 

利用者数 ：現状 20,000 人／日、完成年度 26,000 人／日 

開業年度等：平成 17年度 建設開始、 平成 20 年度完成 

事業内容 ：駅北側の再開発事業による利用者増への対応等のため、広場整備や自由通路の

設置とあわせて、駅舎の橋上化、エレベーターやエスカレーターの設置、ホー

ムの拡幅等を行う。 

 

(2) 現状における課題 

①改札口が南側しかないため、北側の利用者は駅へのアクセスに遠回りが余儀なくされてい

る。また、駅に隣接する踏切は開かずの踏切として地元でも有名であり、朝ラッシュ時の

踏切待ち時間は最大 1回あたり 40 分を超える。 

②プラットホームやコンコースが現状でも狭隘であり、再開発事業に伴う利用者増に対応で

きない。 

③駅構内がバリアフリー化されていない。 

④鉄道による地域の分断により、Ａ地区とＢ地区の移動が容易ではなく、その影響もあり、

駅北側の商店街の空洞化が著しい。 

ボトルネック踏切
ボトルネック踏切

階段のみで、バリアフリー未対応

改札口

狭隘なプラットホーム

Ａ地区鉄道利用者の長い歩行者導線

Ａ地区

Ｂ地区

都心方面郊外方面

バス停
広場

図 2.4 整備無のＤ駅の状況 

 

Ｃ踏切 Ｄ踏切 
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(3) 改良事業により期待される効果 

①Ａ地区鉄道利用者の歩行動線の円滑化（踏切を通過せずに駅アクセスが可能）による時間

短縮効果 

②プラットホームの拡幅によるホーム上における利用者の安心感の向上 

③駅内外における一体的なバリアフリー化による負担軽減効果 

④連絡通路整備による地域分断の解消、地域の活性化 

 

Ａ地区

EV

ESC

ESC

ESC

EV

EV

EV

バス停

改札口

ESC

広場

プラットホームの拡幅

Ｂ地区

連絡通路整備による地域分断の解消

広場整備

A地区鉄道利用者の歩行動線円滑化 駅内外における一体的なバリアフリー化

都心方面郊外方面

広場

図 2.5 整備有のＤ駅の状況 

 

 

 

Ｃ踏切 Ｄ踏切 
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2.2.1 鉄道駅乗降人員の整理 

鉄道駅乗降人員を次のとおり整理する。 

 

(1) 将来の駅乗降人員の整理 

現在の駅乗降人員は過去 2 年間約 2万人で推移している（平成 14 年度 19,500 人／日、

平成 15 年度 19,800 人／日）。 

再開発事業の事業計画より、入込客や就業者数の増加に伴って、駅乗降人員が現状から 3

割増加すると予測されることから、完成年度である平成 20 年度の駅乗降人員を 26,000 人

／日と想定した。 

なお、完成年度以降の駅乗降客数については、近年の利用者数の推移を踏まえ、一定と

仮定した。 

 

(2) 鉄道駅へのアクセス経路別、利用ホーム別の乗降者数等の整理 

鉄道駅へのアクセス経路別、利用ホーム別の乗降客数を、大都市交通センサス等のデー

タに基づき想定した（表 2.6）。また、鉄道駅に隣接する踏切の利用者数を、踏切の実態調

査に基づき整理した（表 2.7）。なお、朝ラッシュ時とその他の時間帯の踏切利用者数の内

訳についても、大都市交通センサスによる C 線のピーク率を参考に、朝ラッシュ時の踏切

利用者割合を 35％とした。 

 

表 2.6 鉄道駅へのアクセス経路別、利用ホーム別の乗降客数 

（単位：人／日) 

経路 
都心方面

への 
乗車 

都心方面
から 

の降車 

郊外方面
への 
乗車 

郊外方面
からの 
降車 

合計 

A地区⇔ホーム 3,600 3,600 1,600 1,600 10,400 

うち C踏切経由 2,520 2,520 1,120 1,120 7,280 

うち D踏切経由 1,080 1,080 480 480 3,120 

B 地区⇔ホーム 5,400 5,400 2,400 2,400 15,600 

合計 9,000 9,000 4,000 4,000 26,000 

 

表 2.7 鉄道駅に隣接する踏切の利用者数 

（単位：人／日) 

  歩行者 
歩行者のうち 
鉄道利用者 

C 踏切利用 13,300 7,280

D 踏切利用 5,700 3,120
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2.2.2 利用者便益の計測 

 

(1) 便益計測項目の整理 

改良事業により期待される効果のうち、主たる効果であり、かつ貨幣換算が可能な次に

示す効果を便益計測項目とした。 

 

①移動時間･移動抵抗低減便益 

②踏切待ち時間解消による移動時間短縮便益 

 

(2) 移動時間・移動抵抗低減便益の計測 

 

1)鉄道利用者の歩行距離の整理 

A地区および B地区の鉄道利用者について、乗車・降車別に、整備有無における鉄道利

用者の歩行距離を次のように整理した（図 2.6、図 2.7）。特に、A地区からの利用者につ

いては、C踏切利用、D踏切利用による歩行距離の違いも考慮している。 

なお、踏切待ち時間については、②において計測することから、ここではダブルカウン

トを回避するため加味していない。 
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（整備無） 

《都心方面への乗車時および郊外方面からの降車時》     （単位：ｍ） 

 経路 水平 上り階段 下り階段 ｴｽｶﾚｰﾀｰ 計 

C 踏切経由⇔ホーム 300.0 10.0 10.0 - 320.0 

D 踏切経由⇔ホーム 280.0 10.0 10.0 - 300.0 

  

経路図 

Ａ地区

Ｂ地区

都心方面郊外方面

D踏切 C踏切

 
 

 

《都心方面からの降車時および郊外方面への乗車時》     （単位：ｍ） 

 経路 水平 上り階段 下り階段 ｴｽｶﾚｰﾀｰ 計 

C 踏切経由⇔ホーム 250.0 - - - 250.0 

D 踏切経由⇔ホーム 230.0 - - - 230.0 

 

経路図 

Ａ地区

Ｂ地区

都心方面郊外方面

D踏切 C踏切

 
 

 

図 2.6(1) Ａ地区鉄道利用者の歩行距離と経路（整備無） 
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（整備有） 

    （単位：ｍ） 

 経路 水平 上り階段 下り階段 ｴｽｶﾚｰﾀｰ 計 

A 地区 ⇔ ホーム 100.0 - - 20.0 120.0 

 

経路図 

Ａ地区

Ｂ地区

都心方面郊外方面

D踏切 C踏切

 

 

 

図 2.6(2) Ａ地区鉄道利用者の歩行距離と経路（整備有） 
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（整備無） 

《都心方面への乗車時および郊外方面からの降車時》     （単位：ｍ） 

 経路  水平 上り階段 下り階段 ｴｽｶﾚｰﾀｰ 計 

B 地区⇔ホーム 80.0 10.0 10.0 - 100.0 

 

経路図 

Ａ地区

Ｂ地区

都心方面郊外方面

D踏切 C踏切

 
 

 

《都心方面からの降車時および郊外方面への乗車時》     （単位：ｍ） 

 経路 水平 上り階段 下り階段 ｴｽｶﾚｰﾀｰ 計 

B 地区⇔ホーム 30.0 - - - 30.0 

 

経路図 
Ａ地区

Ｂ地区

都心方面郊外方面

D踏切 C踏切

 
 

 

図 2.7(1) Ｂ地区鉄道利用者の歩行距離と経路（整備無） 
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（整備有） 

    （単位：ｍ） 

 経路 水平 上り階段 下り階段 ｴｽｶﾚｰﾀｰ 計 

B 地区 ⇔ ホーム 60.0  -  - 20.0 80.0 

 

経路図 

Ａ地区

Ｂ地区

都心方面郊外方面

D踏切 C踏切

 

 

 

図 2.7(2) Ｂ地区鉄道利用者の歩行距離と経路（整備有） 
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2) 鉄道利用者の一般化費用の算定 

整備有無における一般化費用は下式により求めた。 

GC＝Σ（Ti・ω・（1＋αi）） 

ここで、 

Ti：施設別 i の所要時間（水平、上り階段、下り階段、ｴｽｶﾚｰﾀｰ別） 

ω：時間評価値 48.2 円／分 

αi：施設別 i の係数（上り階段 0.65、下り階段 0.53、水平移動 0.25、ｴｽｶﾚｰﾀｰ－0.11） 

である。 

 

また施設別所要時間 Tiは下式により求めた。 

Ti（分）＝Li／Vi 

ここで、 

Li：施設別の歩行距離 

Vi：施設別の歩行速度（ｍ／分） 

水平 66.0 m/分 

上り階段 36.0 m/分 

下り階段 38.4 m/分 

ｴｽｶﾚｰﾀｰ 30.0 m/分 

          

算定結果は以下のとおり。 

 

表 2.8  Ａ地区鉄道利用者の整備有無別の一般化費用の算定結果 

（整備無）  （単位：円) 

経路 
都心方面 

への 
乗車時 

都心方面 
からの 
降車時 

郊外方面 
への 

乗車時 

郊外方面 
からの 
降車時 

C踏切経由⇔ホーム 315.2 228.2 228.2 315.2 

D 踏切経由⇔ホーム 296.9 210.0 210.0 296.9 

（整備有）   

 
都心方面 

への 
乗車時 

都心方面 
からの 
降車時 

郊外方面 
への 

乗車時 

郊外方面 
からの 
降車時 

A地区⇔ホーム 119.9 119.9 119.9 119.9 

 

 表 2.9  Ｂ地区鉄道利用者の整備有無別 一般化費用の算定結果 

（整備無）  （単位：円) 

 
都心方面 

への 
乗車時 

都心方面 
からの 
降車時 

郊外方面 
への 

乗車時 

郊外方面 
からの 
降車時 

B地区⇔ホーム 114.3  27.4  27.4  114.3  

（整備有）  （単位：分) 

 
都心方面 

への 
乗車時 

都心方面 
からの 
降車時 

郊外方面 
への 

乗車時 

郊外方面 
からの 
降車時 

B地区⇔ホーム 83.4  83.4  83.4  83.4  
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3) 移動時間・移動抵抗低減便益の算定 

2.2.1 および 2）において整理した経路別利用者数および一般化費用に基づいて、消費者

余剰分析により移動時間・移動抵抗低減便益を算定した（表 2.10）。 

 

表 2.10 移動時間・移動抵抗低減便益の算定結果 

（単位：円／日） 

経路 
都心方面 
への 
乗車時 

都心方面 
からの 
降車時 

郊外方面 
への 

乗車時 

郊外方面 
からの 
降車時 合計 

A地区⇔ホーム 683,266 370,281 164,569 303,674 1,521,791

B 地区⇔ホーム 167,158 -302,319 -134,364 74,293 -195,232

合計 850,425 67,962 30,205 377,967 1,326,558

 

 

(3)踏切待ち時間解消による移動時間短縮便益 

整備無の一般化費用（＝踏切待ち時間）を、移動経路ごとに、踏切遮断時間、遮断回数

の実態を踏まえて算定し、消費者余剰分析法により移動時間短縮便益を算定した（表 2.11）。 

ここでは、朝ラッシュ時の鉄道駅利用者のみを対象とし、他の時間帯の鉄道駅利用者お

よび鉄道駅利用者以外の一般利用者は計測対象外としている。 

 

表 2.11 一般化費用算出結果および便益算定結果 

 
A 地区からの
乗降人員 G 

平均 
待ち時間 F

一般化費用差
H＝（F×ω）

便益 
I＝G×H 

 （人） （分） （円／人） （円／日） 

朝ﾗｯｼｭ時 3,640 10 482.0 1,754,480 

注：ωは、時間評価値 48.2 円／分 
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2.2.3 供給者便益の計測 

エスカレーター、エレベーターの年間維持管理費の増加を見込んで計上した（表 2.12）。 

（流列表は 2.1 で示した形式と同様のため省略） 

 

表 2.12 エスカレータ－、エレベーターの年間維持管理費の算定結果 

 千円/基/年 基 千円/年 

エレベーター 1,300 4 5,200 

エスカレーター 3,000 4 12,000 

合計 17,200 

 

 

2.2.4 残存価値の計測 

計算期末における償却資産の残存価値を、定額法を用いて計算期間末に計上した。 

具体的には、駅舎全体を総合償却として耐用年数 50 年、エレベーター、エスカレーター

設備は耐用年数 15 年として計算した。 

（流列表は 2.1 で示した形式と同様のため省略） 

 

 

2.2.5 費用の計測 

建設費用等費用については、資金運用表を用い整理した。 

（流列表は 2.1 で示した形式と同様のため省略） 

 

(1) 建設費の算定 

各年度で発生している建設費を発生年度に計上し、GDP デフレータを用いて平成 16 年

度価格に直し、消費税分を除外した。 

 

(2) 用地関係費の算定 

駅周辺の事業者用地を含めて、都市側事業との間で相互に用地の有効活用を図っており、

新たな用地取得は行っていない。 

 

(3) 維持改良・再投資の算定 

本分析においては、エレベーター、エスカレーター設備について耐用年数 15 年として再

投資を見込んだ。 
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2.2.6 計算期間内の集計と評価指標値の算出 

次の手順で 3 評価指標（費用便益比（B/C）、純現在価値（NPV）、経済的内部収益率 

（EIRR））を算定した。 

 

(1) 便益、費用の現在価値への変換 

社会的割引率（4.0％）を用いて便益、費用を現在価値に変換する。なお、計算の基準年

度は、建設開始の前年度の平成 16 年度とした。 

現在価値への換算結果を内訳を含めて以下に示す。 

 

1) 計算期間 30 年のときの結果 

①総便益 

    17,094 ≒ 17,090 [百万円] 

 

②総費用 

     2,479 ≒  2,480 [百万円] 

 

2) 計算期間 50 年のときの結果 

①総便益 

     21,199 ≒ 21,200  [百万円] 

 

②総費用 

     2,581 ≒  2,580 [百万円] 

 

(2) 評価指標値の算定 

費用便益比（B/C）、純現在価値（NPV）、経済的内部収益率（EIRR）を算定すると以下

のとおりとなる。 

 

1) 計算期間 30 年のときの算定結果 

①費用便益比 

     B/C ＝ 17,094／2,479 ＝ 6.90 

 

②純現在価値   

     NPV ＝ 17,094－2,479 ＝ 14,615 [百万円] 

                       ≒ 14,600 [百万円] 

 

③経済的内部収益率 

     EIRR ＝ 34.2% 
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2) 計算期間 50 年のときの算定結果 

①費用便益比 

     B/C ＝ 21,199／2,581 ＝ 8.21 

 

②純現在価値   

     NPV ＝ 21,199－2,581 ＝ 18,617[百万円] 

                     ≒ 18,600[百万円] 

 

③経済的内部収益率 

     EIRR ＝ 34.2% 

 

 

2.2.7 感度分析結果の整理 

計算期間 30 年の感度分析結果を表 2.13 に示す。 

 

表 2.13 感度分析結果（計算期間 30年） 

駅利用者数（＋10%） 費用（+10%） 建設期間（+1年） 

B/C  7.20  

NPV  154 億円  

EIRR 35.4% 

B/C  6.27 

NPV  144 億円  

EIRR 31.6% 

B/C  6.90 

NPV  141 億円  

EIRR 34.2% 

駅利用者数（-10%） 費用（-10%） 建設期間（-1年） 

感度 

分析 

結果 
B/C  6.59 

NPV  139 億円  

EIRR 32.9% 

B/C  7.66 

NPV  149 億円  

EIRR 37.3% 

B/C  6.91 

NPV  152 億円  

EIRR 34.6% 
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第 3 章  評価例 

3.1  対象事業の概要 

 

対象事業の概要を表 3.1 に示す。 

 

表 3.1 計算例の対象事業の概要 

対象事業 概要 
新規事業
採択時 
評価例 

再評価 
例 

事後 
評価例 

都市内
鉄道 

Ａ
線 

・大都市圏（首都圏）における新線整備 
・開発地区、商業地区へのアクセス性向上

① ② ③ 

Ｂ
線 

・在来線と新幹線の直通化事業 
・大都市圏とのアクセス性向上 

④ 
都市間
鉄道 Ｃ

線 
・地方都市間を結ぶ在来線の高速化事業 
・拠点都市間のアクセス性向上 

⑤ 

鉄道駅 
Ｄ
駅 

・大都市圏（首都圏）におけるターミナル
の大規模改良（ホーム新設等を含む） 

・自由通路整備、市街地再開発事業と連携
⑥ 

 

 

 

 

 

 

 

3.2  総括表の整理例 

 

対象事業の総括表の整理例を次頁以降に示す。 
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評価例① 都市内鉄道Ａ線整備事業（新規事業採択時評価） 

事業者名 ［○○○○］ 

①事業概要 

事業名 Ａ線整備事業 整備区間 Ｘ駅～Ｙ駅（4.0 km） 

供用年度 平成 17年度 （建設期間：6年間） 総事業費 840 億円（開業時の車両投資を含む）

②事業の主たる目的（ミッション） 

Ｘ市都心部は古くからの観光の名所として、また市の経済の中心部として発展を遂げてきたが、地域

内の交通利便性の低さ、また都市圏他地域からのアクセス性の低さへの対応が長年の課題であった。 

Ａ線は、Ｘ駅から開発地区を経由してＹ駅までを結ぶことにより、「Ｘ市都心部の交通利便性を大き

く向上させ、都心部の一体化を図ること」、「Ｂ線との相互直通運転により、都市圏の広い範囲の人々に

とってＸ市都心部をより身近なものとし、買物やレジャー客等の来街者を増加させ、Ｘ市の活性化に寄

与すること」を主な目的としている。 

 

ⅰ)Ｘ市都心部のＸ駅から開発地区およ

びＹ駅への所要時間を、既存線利用と

比べて５分程度短縮することで、都心

部の交通利便性を大きく向上させ、都

心部の一体化を図る。 

 

 

 

＜関連する政策目標＞ 

・Ｘ市の副都心間や市内各駅から都心、副都心までを概ね

30分で移動可能とする。（「Ｘ市都市計画マスタープラン」） 

・バスまたは徒歩で最寄駅まで概ね 15 分以内に行くことが

できる交通体系を整備する。（目標値：人口比約83%（2001

年）→約 90%（2006 年））（同上） 

・都市における交通渋滞・混雑が緩和され、円滑な交通が確

保されるほか、利用しやすい交通機能を備えた快適で魅力

ある都市生活空間等が形成されること。（「国土交通省政策評

価基本計画」中、政策目標 No.21） 

 

ⅱ)沿線の開発地区、商業地区において、

買物やレジャー客等の来街者を増加さ

せ、Ｘ市都心部の活性化に寄与する。

 

＜関連する政策目標＞ 

・Ｘ市都心部における各地区の市街地整備改善と商業等の活

性化を進める。（「Ｘ市中心市街地活性化基本計画」） 

③事業効率（費用対便益・採算性） 

■費用対便益 ［平成 10年度価格；現在価値化基準年度：平成 10年度］  計算期間：30年（50年） 

費用   
715 億円 

（721 億円） 

貨幣換算した主要な費用： 

建設費、用地関係費、車両関係費、維持改良費・再投資 

便益 
2,280 億円 

（2,809 億円） 

貨幣換算した主要な便益： 

利用者便益（所要時間短縮、乗換抵抗軽減）、供給者便益、環境等改善便益

費用便益比 B/C  
3.2 

（3.9） 
純現在価値 NPV 

1,565 億円 

(2,088億円)
経済的内部収益率 EIRR 

14.8% 

（15.0%） 

需要（＋10%） 費用（+10%） 建設期間（+10%） 

B/C 3.5  NPV 1,790億円 

EIRR 16.0% 

B/C 2.9 NPV 1,496 億円 

EIRR 13.7% 

B/C 3.1  NPV 1,494億円  

EIRR 14.1% 

需要（-10%） 費用（-10%） 建設期間（-10%） 
感度分析結果 

B/C 2.9  NPV 1,340億円 

EIRR 13.6% 

B/C 3.5 NPV 1,634 億円 

EIRR 16.1% 

B/C 3.3  NPV 1,644億円  

EIRR 16.0% 

■採算性 単年度営業収支黒字転換年 32年  累積資金収支黒字転換年 37 年 

上記分析の基礎とした需要予測 

Ｘ駅～Ｙ駅間の輸送人員 開業年度 10.0万人／日 
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④事業による効果・影響 

評価項目 評価結果 

利用者への 

効果・影響 

■主要区間の所要時間の短縮           

Ｘ駅－開発地区中心部の所要時間  

8 分短縮（20分→12分） 

Ｘ駅－Ｙ駅の所要時間  

5 分短縮（13分→8分） 

＜事業目的との関係＞（目的ⅰ)） 

・開発地区等への所要時間が短縮され、

都心部の交通利便性を向上させるとい

う目標は十分達成される。 

住民

生活 

■開発地区からの 30分圏夜間人口が 5%増加、

沿線地区における最寄駅まで15分圏夜間人

口が 5%増加し、公共交通の利便性が向上す

ることが期待される。 

＜事業目的との関係＞（目的ⅱ)） 

・開発地区等への所要時間が短縮され、

都心部の交通利便性を向上させるとい

う目標は十分達成される。 

＜政策目標との関係＞ 

・Ｘ市都市計画マスタープランにおける

目標の実現に貢献する。 

地域

経済 

■県内および県外から臨海開発地区、商業地

区へのアクセス性向上により、来街者数は

20%増加することが見込まれ、同地区の活性

化も図られることが期待される。 

  （需要予測モデルを用いた推計） 

＜事業目的との関連＞（目的ⅱ)） 

・来街者の増加により都心部の活性化へ

寄与するという目標は達成させる。 

＜政策目標との関係＞ 

・Ｘ市中心市街地の活性化という目標の

実現に貢献する。 

地域

社会 

■鉄道整備と併せた住宅開発が進展し、Ｘ市

の定住人口の増加に寄与することが期待さ

れる。（具体的な計画内容は参考資料に添付）

 

社

会 

全

体 

へ

の 

効

果 

・

影

響 

環境 

■鉄道への需要転換に伴う自動車走行台キロ

の削減により、開発地区における自動車か

らの NOx 排出量が 10%、CO2排出量が 10%減

少することが見込まれる。 

■本事業は地下路線であり、沿線への騒音問

題は発生しない。 

 

⑤実施環境 

事業の 

実行性 

■関係主体の合意 

・国および関係自治体、事業者、地元住民と十分な協議を行っており問題はない。 

■用地の確保 

  ・大部分の区間について道路空間を活用する予定であり、新たに確保する用地は少ない。

■法手続きの状況 

・都市計画決定、環境影響評価は完了している。 

事業の 

成立性 

■上位計画との関連 

 ・運輸政策審議会答申およびＸ市都市計画マスタープランに位置づけられている。 
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評価例②  都市内鉄道Ａ線整備事業（再評価） 

事業者名 ［○○○○］ 

①事業概要 

事業名 Ａ線整備事業 整備区間 Ｘ駅～Ｙ駅（4.0 km） 

既投資額 682 億円 
供用年度 平成 17年度 （建設期間：6年間） 総事業費

840 億円 
（開業時の車両

投資を含む） 残投資額 158 億円 

②事業の主たる目的（ミッション） 

※新規事業採択時評価に準ずる。 

③事業効率（費用対便益・採算性） 

■費用対便益  計算期間：30年（50年） 

○事業全体の投資効率性［平成 15年度価格；現在価値化基準年度：平成 15年度］ 

費用  870（878）億円 貨幣換算した主要な費用：建設費、用地関係費、車両関係費、維持改良費・再投資

便益 2,774(3,417)億円 貨幣換算した主要な便益：利用者便益、供給者便益、環境等改善便益 

費 用 便 益 比 

B/C   

3.2 

（3.9） 
純現在価値 NPV

1,904 億円 

（2,539 億円）
経済的内部収益率 EIRR 

14.8%

（15.0%）

○残事業の投資効率性［平成 15年度価格；現在価値化基準年度：平成 15年度］ 

費用  
「継続した場合」179 億円（187億円） 

：残事業費（更新費含まず）
「中止した場合」9.6 億円（9.6億円）：撤去費 

便益 「継続した場合」2,750 億円（3,406億円） 「中止した場合」14.4 億円（14.4 億円）：用地売却益

費用便益比 

B/C 

16.1 

（19.1） 

純現在価値 

NPV 

2,566 億円 

（3,214 億円） 

経済的内部収益率 

EIRR 
106.3%（106.3%）

需要（＋10%） 費用（+10%） 建設期間（+1年） 

B/C 17.7 NPV 2,840億円 

EIRR 117.0% 

B/C 15.2 NPV 2,556億円 

EIRR 99.2% 

B/C 16.1 NPV 2,468億円  

EIRR 106.3% 

需要（-10%） 費用（-10%）  

感度分析 

結果 

（残事業の

投資効率性） B/C  14.5 NPV 2,292 億円 

EIRR 95.7% 

B/C 17.2 NPV 2,577億円 

EIRR 114.6% 
 

「中止した場合」の状況：部分開業は困難であることから、事業中止。一部施設を撤去し、用地を売却。

■採算性 単年度営業収支黒字転換年 32年 累積資金収支黒字転換年 37 年（事業全体） 

上記分析の基礎とした需要予測 

Ｘ駅～Ｙ駅間の輸送人員 開業年度 10.0万人／日 

④事業による効果・影響 

※新規事業採択時評価に準ずる。 

⑤実施環境 

※新規事業採択時評価に準ずる。 

⑥事業を巡る社会経済情勢の変化 

鉄道沿線地域の宅地開発に一部遅れが出ているものの、急激な社会経済情勢の変化はみられない。 

⑦事業の進捗状況 

インフラ部の整備はほぼ終了、駅施設整備、軌道整備を残しているが予定通りの開業が可能。 

⑧費用縮減や代替案立案等の可能性の視点 

今後、工法の見直し等を鋭意進める。 

※ここでは、工期が残り 1年のタイミングで再評価を実施した場合を想定した事例を記述した。 
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評価例③  都市内鉄道Ａ線整備事業（事後評価） 

事業者名 ［○○○○］ 

①事業概要 

事業名 Ａ線整備事業 整備区間 Ｘ駅～Ｙ駅間（4.0 km）  

事業期間 
平成 11年 10月 1日（施行認可）～

平成 17年 10月 1日（開業） 
総事業費 

850 億円 

（開業時の車両投資を含む） 

②事業の主たる目的 （新規事業採択時評価で記述した内容を再掲） 

③評価の基礎要因の変化と要因  （名目値） 

要因 想定値（新規採択時） 実績値 変化の要因 

事業費 840 億円 850 億円    環境対策工事の追加 

工期 6年 6 年  

輸送 

人員 

10.0万人/日（開業時） 

10.0万人/日（開業5年目） 

9.0万人/日（開業時） 

9.5万人/日（開業 5年目）

開発地区の一部での整備の遅れ、

景気の低迷 

④事業の効果の発現状況 

1)事業効率（費用対便益・採算性） 

■費用対便益 ［平成 21年度価格；現在価値化基準年度：平成 21年度］ 計算期間：30年（50年） 

費用   1,114(1,124)億円 貨幣換算した主要な費用：建設費、維持改良費 

便益 3,427(4,241)億円 貨幣換算した主要な便益：所要時間短縮、交通費用節減、快適性向上 

費用便益比 B/C  
3.1 

（3.8） 
純現在価値 NPV

2,313 億円 

（3,117 億円） 
経済的内部収益率 EIRR 

14.2%

（14.3%）

■採算性 単年度営業収支黒字転換年 32 年  累積資金収支黒字転換年 36 年 

上記分析の基礎とした需要予測 

開業後の実績に基づき、平成 22年度（事後評価時点）以降を予測 

Ｘ駅～Ｙ駅間の輸送人員  開業後 10年目 10.0 万人/年  

2)事業による効果・影響 

評価項目 評価結果 

利用者への 

効果・影響 

■主要区間の所要時間の短縮           

Ｘ駅－開発地区中心部の所要時間  

8 分短縮（20分→12分） 

Ｘ駅－Ｙ駅の所要時間  

5 分短縮（13分→8分） 

＜事業目的との関係＞（目的ⅰ）） 

・開発地区等への所要時間が短縮され、

都心部の交通利便性を向上させると

いう目標は十分達成されている。 
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住民

生活 

■開発地区からの 30分圏夜間人口が 5%増加、

沿線地区における最寄駅まで15分圏夜間人

口が 5%増加し、公共交通の利便性が向上し

た。 

＜事業目的との関係＞（目的ⅱ）） 

・開発地区等への所要時間が短縮され、

都心部の交通利便性を向上させると

いう目標は十分達成される。 

＜政策目標との関係＞ 

・Ｘ市都市計画マスタープランにおける

目標の実現に貢献している。 

   

地域

経済 

■開発地区における来街者数は約 15%増加し、

同地区の活性化が図られた。 

（歩行者流動調査による） 

■沿線地域における事業所数が200→250箇所

と 25%増加した。 

（「平成22年事業所・企業統計調査」より） 

＜事業目的との関連＞（目的ⅱ）） 

・来街者者数については、新規評価時と

若干の誤差があるが、都心部の活性化

へ寄与するという目標は十分達成さ

れている。 

＜政策目標との関係＞ 

・左記効果により、中心市街地の活性化

という目標の実現に貢献している。 

地域

社会 

■開業後に沿線の住宅開発が進展し、Ｘ市の

定住人口の増加に寄与している。 

  （夜間人口の変化：15.8万人(平成 11年) 

→17.2万人（平成22年）） 

 

社

会 

全

体 

へ

の 

効

果 

・ 

影

響 

 

環境 

■鉄道への需要転換に伴う自動車走行台キロ

の削減により、開発地区における自動車か

らの NOx排出量が 12%、CO2排出量が9%減少

した。 

 

⑤社会経済情勢の変化 

都市圏レベルでは、経済の低迷、少子高齢化が着々と進んでおり、鉄道輸送人員が減少傾向にあるが、

Ａ線の沿線ではその進展度は小さい。 

⑥改善措置の必要性 

一定の効果の発現が認められているが、一層の効果を得るためには、住宅開発と併せてＸ駅西側予定さ

れている再開発事業などによるオフィスビルの建設や観光資源のリニューアルなど地域資源を活かし

た沿線開発の促進により、需要喚起策を積極的に行う必要がある。 

⑦今後の事後評価の必要性 

Ｘ市マスタープランの進捗状況を勘案の上、沿線開発の遅れている地区については、継続的にモニタリ

ングしていく。 

⑧同種事業の計画・調査のあり方や事業評価手法の見直しの必要性 

沿線開発の想定については、その進捗が地区によって様々であり、需要予測に大きな影響を与える。 

新規採択時評価、再評価においては、沿線開発の進捗、見通しを正確に把握し、いくつかのシナリオの

下に感度分析を行う必要がある。 
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評価例④  都市間鉄道Ｂ線整備事業 （新規事業採択時評価）  

 

                               事業者名 ［○○○○］ 

①事業概要 

事業名 Ｂ線整備事業 整備区間 Ｘ～Ｙ間  100 km  

供用年度 平成 17年度 （建設期間：5年間） 総事業費 525 億円（開業時の車両投資を含む）

②事業の主たる目的（ミッション） 

本事業は、在来線のＸ～Ｙ間において線形改良、軌道強化等を行い、Ｙ駅において新幹線と直通運転

することで、Ｘ県と首都圏等とのアクセス利便性を大幅に向上させ、交流拡大によって地域の活性化を

図ることを目的とした、Ｘ県における最重要事業の一つである。 

また本事業は、既存施設を最大限活用した事業であり、新線整備と比較して安価な整備が可能である

という大きな特徴を有している。 

 

ⅰ)Ｘ県と首都圏間を乗換なしで直結さ

せるとともに、Ｘ県内の各都市と首都

圏との所要時間を概ね 3 時間以内に短

縮させる。 

 

 

 

＜関連する政策目標＞ 

・全国 1日交通圏の構築のため、地方都市相互間の連絡や地

域の一体化を促す交通網の形成に重点を置きつつ、高速交

通機関の空白地域を解消し、全国土にわたって高速交通機

関の利用の利便性を均等化する。（「第 4 次全国総合開発計

画」） 

・5大都市から地方主要都市までの間については、概ね 3時

間程度で結ぶことをめざす。（「運輸政策審議会答申第 19号」）
 

ⅱ)地理的な位置を大きく超えた首都圏

との直接交流圏を形成することで、企

業立地の促進、および観光入り込み客

の増加を実現し、地域の活性化を図る。

 

＜関連する政策目標＞ 

・地域間交流、観光交流等内外交流の推進。（「国土交通省政策

評価基本計画」中、政策目標No.22） 

・周辺各県と連携を図りながら外国人観光客数を約15%増加

（23,000 人に拡大）させる。（「Ｘ県政策評価」） 

③事業効率（費用対便益・採算性） 

■費用対便益 ［平成 11年度価格；現在価値化基準年度：平成 11年度］  計算期間：30年（50年） 

費用   
585 億円 

（621 億円） 

貨幣換算した主要な費用： 

建設費、用地関係費、車両関係費、維持改良費・車両再投資 

便益 
1,979 億円 

（2,413 億円） 

貨幣換算した主要な便益： 

利用者便益（所要時間短縮、乗換抵抗軽減）、供給者便益、環境等改善便益

費用便益比 B/C  
3.4

（3.9） 

純 現 在 価 値 

NPV 

1,394 億円 

（1,792 億円）
経済的内部収益率 EIRR 

22.5%

（22.5%） 

需要（+10%） 費用（+10%） 建設期間（+10%） 

B/C 3.7  NPV 1,588億円 

EIRR 24.5% 

B/C 3.1  NPV 1,340億円 

EIRR 20.6% 

B/C 3.3  NPV 1,335億円  

EIRR 20.9% 

需要（-10%） 費用（-10%） 建設期間（-10%） 
感度分析結果 

B/C 3.1  NPV 1,201億円 

EIRR 20.4% 

B/C 3.8  NPV 1,448億円 

EIRR 24.7% 

B/C 3.4  NPV 1,457億円  

EIRR 24.6% 

■採算性 単年度営業収支黒字転換年 22年  累積資金収支黒字転換年 25 年 

上記分析の基礎とした需要予測 

Ｘ駅～Ｙ駅間の輸送人員  開業年度 10,000 人／日 
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④事業による効果・影響 

評価項目 評価結果 

利用者への 

効果・影響 

■主要区間の所要時間の短縮           

Ｘ駅・首都圏間 40 分短縮 

■主要区間の乗換回数の減少 

Ｘ駅・首都圏間  1回減少（1回 → 0回）

＜事業目的との関係＞（目的ⅰ)） 

・首都圏との直結、所要時間の短縮が図

られ、目標は十分達成される。 

住民

生活 

■Ｘ県における首都圏からの 3 時間到達圏域

人口が 15%増加する。 

＜政策目標との関係＞ 

・一日交通圏の拡大や、5大都市からの 3

時間台アクセスの実現等の政策目標に

対して大きく寄与する。 

地域

経済 

■Ｘ県への入込み客数が 5%増加（1,000万人/

年から 1,050万人/年に増加）することに伴

う消費額増により、県内総生産が年間約 80

億円増加することが見込まれる。（目的地選

択モデルを用いた需要予測、産業連関分析を用

いた推計） 

■輸送サービス向上に伴う沿線各地域におけ

る消費活動の活発化、設備投資の活性化、

ビジネスの効率向上等により、経済波及効

果として年間約 200 億円が見込まれる。（地

域計量経済モデルを用いた推計） 

＜事業目的との関連＞（目的ⅱ)） 

・Ｘ県内消費額、生産額の増加により地

域の活性化が図られ、目標は十分達成

される。 

地域

社会 

■本事業による地域のイメージアップに対す

る支払い意思額が約 1,800 円/年・世帯 で

あり、地域社会への効果が期待される。 

（既存調査によるアンケート結果による） 

 

社

会 

全

体 

へ

の 

効

果 

・

影

響 

環境 

■鉄道への需要転換に伴う自動車走行台キロ

の削減により、沿線地域（あるいは主要道

路）を走行する自動車からの NOx 排出量が 

10%、CO2排出量が 10%減少することが見込ま

れる。 

 

⑤実施環境 

事業の 

実行性 

■関係主体の合意 

・国および関係自治体と十分な協議を行っている。 

■用地の確保 

・既存鉄道の改良事業であり、新たに確保する用地はほとんどない。 

■踏切保安対策 

  ・高速運転に伴う踏切道のハード・ソフト面からの安全対策を検討している。 

事業の 

成立性 

■上位計画との関連 

・Ｘ県総合開発計画において、Ｘ県開発の先導的な役割をもつ高速交通施設の整備につ

いて、新幹線の利便性を最大限活用するため、新幹線との円滑な接続や在来線の高速

化等、利用拡大に結びつく整備を促進することが示されている。 

■他事業との関連 

  ・沿線市町において周辺の整備を中心とした都市機能強化のための基盤整備が進められ

ており、本事業の実施は喫急な課題である。 

■資金の調達 

  ・地方自治体、事業者から開発者負担金を確保できる見通しである。 

・沿線各駅の駅舎改築について、各自治体等の協力が得られる見通しである。 
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評価例⑤ 都市間鉄道Ｃ線整備事業 （新規事業採択時評価） 

 

                                       事業者名 ［○○○○］ 

①事業概要 

事業名 Ｃ線高速化事業 整備区間 Ｘ駅～Ｙ駅間 70km 

供用年度 平成 17年度 （建設期間：3年間） 総事業費 24 億円 

②事業の主たる目的（ミッション） 

本事業は、在来線のＸ～Ｙ間において線形改良等による所要時間の短縮化を行うことで、Ｘ県内の各

都市間、およびＸ市とブロック圏拠点都市Ｚとのアクセス利便性を向上させるとともに、まちづくり事

業のと一体的実施により地域の活性化を図ることを目的とした事業である。 

 

ⅰ)Ｘ～Ｙ間、およびＸ市とブロック圏拠

都市Ｚ市の所要時間の短縮を図る。 

 

 

 

＜関連する政策目標＞ 

・Ｘ県内主要都市概ね 100分ネットワーク達成率： 

平成 12年 70%→平成 22年 85%。（「Ｘ県総合計画」） 

・5大都市から地方主要都市までの間については、概ね 3時

間程度で結ぶことをめざす。（「運輸政策審議会答申第 19号」）

 

ⅱ)まちづくり関連事業と一体的に整備

することにより、各事業効果の発現を

迅速化、相乗化することにより地域の

活性化を図る。 

 

＜関連する政策目標＞ 

・高速化事業と連携し、立体交差化、駅施設・駅前広場等の

整備、駅アクセス道路の整備等を一体として行ない、地域

の活性化を図る。（「Ｘ市市街地活性化計画」） 

③事業効率（費用対便益・採算性） 

■費用対便益 ［平成 13年度価格；現在価値化基準年度：平成 13年度］  計算期間：30年（50年） 

費用   
21 億円 

（21億円） 

貨幣換算した主要な費用： 

建設費 

便益 
48 億円 

（59億円） 

貨幣換算した主要な便益： 

利用者便益（所要時間短縮）、供給者便益、環境等改善便益 

費用便益比 B/C  
2.3

（2.9） 

純 現 在 価 値 

NPV 

27 億円 

（38億円） 
経済的内部収益率 EIRR 

12.6%

（12.9%） 

需要（+10%） 費用（+10%） 建設期間（+10%） 

B/C 2.6  NPV 32 億円  

EIRR 13.9% 

B/C 2.1  NPV 25 億円  

EIRR 11.4% 

B/C 2.3  NPV 26 億円  

EIRR 11.5% 

需要（-10%） 費用（-10%） 建設期間（-10%） 
感度分析結果 

B/C 2.1  NPV 23 億円  

EIRR 11.2% 

B/C 2.6  NPV 29 億円  

EIRR 14.0% 

B/C 2.4  NPV 29 億円  

EIRR 13.1% 

上記分析の基礎とした需要予測 

Ｘ駅～Ｙ駅間の輸送人員  開業年度 3,000人／日 
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④事業による効果・影響 

評価項目 評価結果 

利用者への 

効果・影響 

■主要区間の所要時間の短縮           

Ｘ・Ｙ間  7 分短縮 

＜事業目的との関係＞（目的ⅰ)） 

・Ｘ～Ｙ間、およびＸ市とブロック圏拠

点都市Ｚ間の所要時間短縮が図られ、

目標は十分達成される。 

住民

生活 

■中心都市Ｘ市からの100分圏夜間人口が10%

増加し、地域のアクセス利便性が向上する。

 

＜政策目標との関係＞ 

・Ｘ県内主要都市概ね 100 分ネットワー

ク達成率が 80%となり、目標達成に寄

与する。 

社

会 

全

体 

へ

の 

効

果 

・

影

響 

地域

社会 

■高速化事業と連携し、立体交差化、駅施設・

駅前広場等の整備、駅アクセス道路の整備

等のまちづくり事業が一体として行われ、

地域の活性化が期待される。 

＜事業目的との関連＞（目的ⅱ)） 

・各種まちづくり事業の整備が事業計画

通り進められることにより、事業目的

の達成が期待される。 

⑤実施環境 

事業の 

実行性 

■関係主体の合意 

・国および関係自治体、事業者と十分な協議を行っている。 

■用地の確保 

・既存鉄道の改良事業であり、新たに確保する用地はほとんどない。 

事業の 

成立性 

■上位計画との関連 

・Ｘ県新世紀基本計画において主要施策として位置付けられている。 
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評価例⑥  鉄道駅Ｄ駅改善事業（新規事業採択時評価） 

 

                     事業者名 ［○○○○］ 

①事業概要 

事業名 ○○線Ｄ駅総合改善事業  

供用年度 平成 20年度 （3年） 総事業費 26 億円 

②事業の主たる目的（ミッション） 

駅に隣接する踏切はピーク時遮断時間が最大 40 分を超えており、周辺住民は大変な不便を被ってい

る。改札口は南側しかないことから、北側住民は電車を利用する際に迂回を余儀なくされている。駅南

側には駅前広場が整備されているものの、北側は木造密集市街地であり、道路も狭隘で歩行者の安全性

も確保されていない。 

地元○市は北側密集市街地の安全性の確保を目的として、平成 15年から広場や商業施設に関連した大

規模な再開発事業を実施しているところであり、駅前商店街の活性化が期待されている。 

本事業は、広場整備や自由通路の整備と併せて、駅舎の橋上化を実施することにより、円滑な歩行者

動線の確保や鉄道で分断された市街地の一体化等鉄道利用者と地域住民の利便性の向上を図るものであ

る。 

i）自由通路の設置、橋上駅舎化等の整備によ

り、Ａ地区からの鉄道利用者の駅へのアク

セスにおける迂回や踏切での待ち時間を解

消する。 

＜関連する政策目標等＞ 

「運輸政策審議会答申 19号 ～通勤・通学混雑の緩和、

速達性の向上、乗継ぎ利便の向上およびネットワーク全

体としての利便性の向上～」 

ⅱ）駅内外におけるバリアフリー化による移

動経路の確保や疲労軽減を図る。 

＜関連する政策目標＞ 

2010 年までにバリアフリー4条基準を達成する。 

③事業効率（費用対便益） 

■費用対便益 ［平成16年度価格；現在価値化基準年度：平成 16年度]  計算期間：30年（50年） 

総費用   
23.6 億円 

（23.6億円） 
貨幣換算した主要な費用：建設費 

総便益 
170 億円 

（211 億円） 
貨幣換算した主要な便益：移動時間・移動抵抗軽減 

費用便益比 B/C  
7.2 

（9.0） 
純現在価値 NPV 

147 億円 

(188 億円)
経済的内部収益率 EIRR 

34.2% 

（34.2%） 

駅利用者数（＋10%） 費用（+10%） 建設期間（+1年） 

B/C  7.96  NPV 164億円 

EIRR 37.0% 

B/C 6.58 NPV 145 億円  

EIRR 31.6% 

B/C 6.50 NPV 125 億円  

EIRR 31.3% 

駅利用者数（-10%） 費用（-10%） 建設期間（-1年） 
感度分析結果 

B/C  6.50  NPV 130億円 

EIRR 31.3% 

B/C 8.03 NPV 149 億円  

EIRR 37.3% 

B/C 6.51 NPV 135 億円  

EIRR 31.6% 

上記分析の基礎とした需要予測 

開業年度乗降人員    26,000人／日  （開業後は、3割増と想定） 
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④事業による効果・影響 

評価項目 評価結果 

■駅アクセス時間の短縮 

（踏切待ち時間のぞく） 

A地区・上りホーム間 4分短縮 

A地区・下りホーム間 3分短縮 

■踏切待ち時間の解消 

A地区・上りホーム・下りホーム間の移

動において踏切待ちの時間がなくなる。

＜事業目的との関係＞（目的ⅰ）） 

・A地区から上り・下りホームまでのアク

セスにおいて迂回が解消し、踏切待ち

時間が解消することから、目標は十分

達成される。 

利用者への 

効果・影響 

■バリアフリー化による経路確保等 

駅内外の行き来において、車いす使用者

も独力で移動可能となる。 

＜関連する政策目標＞（目的ⅱ）） 

・当該駅についてバリアフリー4条基準に

合致した整備を行うことにより、目標

達成に貢献する。 

社会 

全体 

への 

効果 

影響 

住民

生活 

■自由通路の整備、駅舎橋上化等に伴う駅

南北間の移動の円滑化によって地域分

断の解消に寄与する。 

 

その他：ホーム拡幅による駅利用者の安心感の向上、改札機増による改札口付近における混雑の緩和、

バスと鉄道の乗り換え負担の軽減 

⑤実施環境 

事業の実行性 

■関係主体の合意 

・自由通路の設置は地元から強い要望がある。 

■用地の確保 

・都市側整備においては、鉄道事業者用地を有効活用しており、また駅周辺は事業者

用地のため、新たな用地取得は不要である。 

事業の成立性 

■上位計画との関連 

・駅の改善計画及び周辺のまちづくりについて、地元自治体と鉄道事業者にて調整中

■他事業との関連 

  ・沿線市町において周辺の整備を中心とした都市機能強化のための基盤整備が進めら

れており、本事業の実施は喫急な課題である。 

 

 

  

 




